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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信の方法であって、
　サービス提供セルの制御スパンと干渉元セルの制御スパンとの間の相違を決定するため
に、サブフレームの最初の制御シンボルを処理することと、各制御スパンは、少なくとも
１つの制御シンボルを含み、
　前記サービス提供セルの前記制御スパンと前記干渉元セルの前記制御スパンとの間の前
記相違に基づいて干渉を除去することと、
を備える方法。
【請求項２】
　前記処理することは、前記サービス提供セルの制御スパンが、前記干渉元セルの制御ス
パンよりも大きいことを判定し、
　前記除去することは、前記サービス提供セルの制御領域とオーバラップする前記干渉元
セルのリソース要素グループに対して、データ・チャネル干渉除去を実行することを備え
る、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記処理することは、前記サービス提供セルの制御スパンが、前記干渉元セルの制御ス
パンよりも小さいことを判定し、
　前記除去することは、前記サービス提供セルのデータ領域とオーバラップする前記干渉
元セルのリソース要素グループに対して、制御チャネル干渉除去を実行することを備える
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、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記処理することは、前記サービス提供セルの制御スパンが、前記干渉元セルの制御ス
パンと同じサイズであると判定し、
　前記干渉を除去することは、各制御シンボルについて制御チャネルの干渉除去を実行す
ることを備える、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記最初の制御シンボルを処理することはさらに、
　前記干渉元セルの物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を
復号することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループのトラフィック対パイロット比
を推定することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループの制御チャネル干渉除去を実行
することと、
　前記サービス提供セルのＰＣＦＩＣＨを復号することと
を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去することと、
　前記基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去した後、その他のシンボルにお
ける干渉除去を実行することと、をさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記干渉は、データ干渉および／または制御干渉を備える、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記基準信号トーンは、共通基準信号（ＣＲＳ）トーンおよび／またはユーザ機器基準
信号（ＵＥ－ＲＳ）トーンを備える、請求項６に記載の方法。
【請求項９】
　無線通信のための装置であって、
　メモリと、
　前記メモリに接続された少なくとも１つのプロセッサとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　　サービス提供セルの制御スパンと干渉元セルの制御スパンとの間の相違を決定するた
めに、サブフレームの最初の制御シンボルを処理し、各制御スパンは、少なくとも１つの
制御シンボルを含み、
　　前記サービス提供セルの前記制御スパンと前記干渉元セルの前記制御スパンとの間の
前記相違に基づいて干渉を除去するように構成された、装置。
【請求項１０】
　前記処理するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御スパンが、前記干渉元セルの制御スパンよりも大きいことを判定し、
　前記除去するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御領域とオーバラップする前記干渉元セルのリソース要素グループに対して、データ
・チャネル干渉除去を実行する、請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記処理するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御スパンが、前記干渉元セルの制御スパンよりも小さいことを判定し、
　前記除去するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
のデータ領域とオーバラップする前記干渉元セルのリソース要素グループに対して、制御
チャネル干渉除去を実行する、請求項９に記載の装置。
【請求項１２】
　前記処理するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御スパンが、前記干渉元セルの制御スパンと同じサイズであると判定し、
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　前記干渉を除去することは、各制御シンボルについて制御チャネルの干渉除去を実行す
ることを備える、請求項９に記載の装置。
【請求項１３】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、
　前記干渉元セルの物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を
復号することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループのトラフィック対パイロット比
を推定することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループの制御チャネル干渉除去を実行
することと、
　前記サービス提供セルのＰＣＦＩＣＨを復号することと、によって処理するように構成
された、請求項９に記載の装置。
【請求項１４】
　基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去し、
　前記基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去した後、その他のシンボルにお
ける干渉除去を実行するように構成された少なくとも１つのプロセッサ、をさらに備える
請求項９に記載の装置。
【請求項１５】
　前記干渉は、データ干渉および／または制御干渉を備える、請求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記基準信号トーンは、共通基準信号（ＣＲＳ）トーンおよび／またはユーザ機器基準
信号（ＵＥ－ＲＳ）トーンを備える、請求項１４に記載の装置。
【請求項１７】
　無線通信のための装置であって、
　サービス提供セルの制御スパンと干渉元セルの制御スパンとの間の相違を決定するため
に、サブフレームの最初の制御シンボルを処理する手段と、各制御スパンは、少なくとも
１つの制御シンボルを含み、
　前記サービス提供セルの前記制御スパンと前記干渉元セルの前記制御スパンとの間の前
記相違に基づいて干渉を除去する手段と、
を備える装置。
【請求項１８】
　無線ネットワークにおける無線通信のためのコンピュータ・プログラムを格納する非一
時的なコンピュータ読取可能な記憶媒体であって、前記コンピュータ・プログラムは、コ
ンピュータに、
　サービス提供セルの制御スパンと干渉元セルの制御スパンとの間の相違を決定するため
に、サブフレームの最初の制御シンボルを処理させ、各制御スパンは、少なくとも１つの
制御シンボルを含み、
　前記サービス提供セルの前記制御スパンと前記干渉元セルの前記制御スパンとの間の前
記相違に基づいて干渉を除去させるためのプログラム・コードを備える、非一時的なコン
ピュータ読取可能な記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【関連出願に対する相互参照】
【０００１】
　本願は、２０１１年１１月９日出願の「制御チャネルおよびデータ・チャネルの干渉除
去のための、サービス提供セルと干渉元セルとの間の制御スパンのミスマッチを取り扱う
こと」（HANDLING MISMATCH OF CONTROL SPANS BETWEEN SERVING CELL AND INTERFERING 
CELLS FOR CONTROL AND DATA CHANNEL INTERFERENCE CANCELLATION）と題された米国仮特
許出願６１／５５７，８５５号に対する３５Ｕ．Ｓ．Ｃ．§１１９（ｅ）の下の利益を主
張する。その開示は、参照によってその全体が明示的に本明細書に組み込まれる。
【技術分野】
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【０００２】
　本開示の態様は、一般に、無線通信システムに関し、さらに詳しくは、サービス提供セ
ルと干渉元セルとの間の制御チャネルおよびデータ・チャネルの干渉除去に関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信ネットワークは、例えば音声、ビデオ、パケット・データ、メッセージング、
ブロードキャスト等のようなさまざまな通信サービスを提供するために広く開発された。
これら無線ネットワークは、使用可能なネットワーク・リソースを共有することにより、
複数のユーザをサポートすることができる多元接続ネットワークでありうる。無線通信ネ
ットワークは、多くのユーザ機器（ＵＥ）のための通信をサポートしうる多くの基地局を
含みうる。ＵＥは、ダウンリンクおよびアップリンクによって基地局と通信しうる。ダウ
ンリンク（すなわち順方向リンク）は、基地局からＵＥへの通信リンクを称し、アップリ
ンク（すなわち逆方向リンク）は、ＵＥから基地局への通信リンクを称する。
【０００４】
　基地局は、ダウンリンクでＵＥへデータおよび制御情報を送信し、および／または、ア
ップリンクでＵＥからデータおよび制御情報を受信しうる。ダウンリンクでは、基地局か
らの送信が、近隣の基地局からの、または、その他の無線ラジオ周波数（ＲＦ）送信機か
らの送信による干渉と遭遇しうる。アップリンクでは、ＵＥからの送信が、近隣の基地局
と通信する別のＵＥのアップリンク送信からの、または、別の無線ＲＦ送信機からの干渉
と遭遇しうる。この干渉は、ダウンリンクとアップリンクとの両方のパフォーマンスを低
下させうる。
【０００５】
　モバイル・ブロードバンド・アクセスに対する需要が増加し続けているので、ＵＥが長
距離無線通信ネットワークにアクセスすることや、短距離無線システムがコミュニティに
おいて展開されることにより、干渉や混雑したネットワークの可能性が高まる。研究開発
は、モバイル・ブロードバンド・アクセスのための増加する需要を満たすためのみならず
、モバイル通信とのユーザ経験を進化および向上させるために、ＵＭＴＳ技術を進化させ
続けている。
【発明の概要】
【０００６】
　１つの態様では、無線通信の方法が開示される。この方法は、サービス提供セルの制御
スパンおよび干渉元セルの制御スパンを決定するために、サブフレームの最初のシンボル
を処理すること、を含む。この方法はさらに、決定された制御スパンに基づいて干渉を除
去すること、を含む。
【０００７】
　別の態様は、メモリと、メモリに接続された少なくとも１つのプロセッサとを有する無
線通信を開示する。このプロセッサ（単数または複数）は、サービス提供セルの制御スパ
ンを決定することと、干渉元セルの制御スパンを決定することとのために、サブフレーム
の最初のシンボルを処理するように構成される。このプロセッサ（単数または複数）はま
た、決定された制御スパンに基づいて、干渉を除去するように構成される。
【０００８】
　別の態様は、サービス提供セルの制御スパンおよび干渉元セルの制御スパンを決定する
ために、サブフレームの最初のシンボルを処理する手段を含む装置を開示する。さらには
、決定された制御スパンに基づいて干渉を除去する手段も含まれる。
【０００９】
　別の態様では、非一時的なコンピュータ読取可能な媒体を有する、無線ネットワークに
おける無線通信のためのコンピュータ・プログラム製品が開示される。このコンピュータ
読取可能な媒体は、プロセッサ（単数または複数）によって実行された場合、プロセッサ
（単数または複数）に対して、サービス提供セルの制御スパンおよび干渉元セルの制御ス
パンを決定するためにサブフレームの最初のシンボルを処理する動作を実行させるための
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、記録された非一時的なプログラム・コードを有する。プログラム・コードはまた、プロ
セッサ（単数または複数）に対して、決定された制御スパンに基づいて干渉を除去させる
ためのプログラム・コードを有する。
【００１０】
　本開示のさらなる特徴および利点が以下に記載されるだろう。本開示は、本開示のもの
と同じ目的を実行するために、修正したり、その他の構成を設計するための基礎として容
易に利用されうることが当業者によって理解されるべきである。このような等価な構成は
、特許請求の範囲に記載された開示の教示から逸脱しないこともまた当業者によって理解
されるべきである。さらなる目的および利点とともに、動作の方法と構成との両方に関し
、本開示の特徴であると信じられている新規の特徴が、添付図面と関連して考慮された場
合に、以下の記載から良好に理解されるであろう。しかしながら、図面のおのおのは、例
示および説明のみの目的のために提供されており、本開示の限界の定義として意図されて
いないことが明確に理解されるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
　本開示の特徴、特性、および利点は、同一の参照符号が全体を通じて同一物を特定して
いる図面とともに考慮された場合、以下の詳細な記載からより明らかになるだろう。
【図１】図１は、テレコミュニケーション・システムの例を概念的に例示するブロック図
である。
【図２】図２は、テレコミュニケーション・システムにおけるダウンリンク・フレーム構
造の例を概念的に例示する図である。
【図３】図３は、アップリンク通信におけるフレーム構造の例を概念的に例示するブロッ
ク図である。
【図４】図４は、本開示の１つの態様にしたがって構成された基地局／ｅノードＢとＵＥ
との設計を概念的に例示するブロック図である。
【図５】図５は、本開示の態様にしたがうヘテロジニアスなネットワークにおける適応リ
ソース区分を概念的に例示するブロック図である。
【図６Ａ】図６Ａは、干渉除去を実行するための方法を例示するブロック図である。
【図６Ｂ】図６Ｂは、最初の制御シンボルを処理する方法を例示するブロック図である。
【図７Ａ】図７Ａは、サービス提供セルおよび干渉元セルのための制御領域およびデータ
領域を例示する図解である。
【図７Ｂ】図７Ｂは、サービス提供セルおよび干渉元セルのための制御領域およびデータ
領域を例示する図解である。
【図７Ｃ】図７Ｃは、サービス提供セルおよび干渉元セルのための制御領域およびデータ
領域を例示する図解である。
【図８Ａ】図８Ａは、さまざまなサービス提供セルの制御スパンのための干渉除去を実行
するための方法を例示するブロック図である。
【図８Ｂ】図８Ｂは、さまざまなサービス提供セルの制御スパンのための干渉除去を実行
するための方法を例示するブロック図である。
【図８Ｃ】図８Ｃは、さまざまなサービス提供セルの制御スパンのための干渉除去を実行
するための方法を例示するブロック図である。
【図９Ａ】図９Ａは、干渉除去を実行する方法を例示するブロック図である。
【図９Ｂ】図９Ｂは、干渉除去を実行する方法を例示するブロック図である。
【図１０】図１０は、典型的な装置における異なるモジュール／手段／構成要素間のデー
タ・フローを例示する概念的なデータ・フロー図である。
【図１１】図１１は、典型的なＵＥ装置における別のモジュール／手段／構成要素を例示
するブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　添付図面とともに以下に説明する詳細説明は、さまざまな構成の説明として意図されて
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おり、本明細書に記載された概念が実現される唯一の構成を表すことは意図されていない
。この詳細説明は、さまざまな概念の完全な理解を提供することを目的とした具体的な詳
細を含んでいる。しかしながら、これらの概念は、これら具体的な詳細無しで実現されう
ることが当業者に明らかになるであろう。いくつかの事例では、周知の構成および構成要
素が、このような概念を曖昧にすることを避けるために、ブロック図形式で示されている
。
【００１３】
　本明細書で記載された技術は、例えば、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク、
時分割多元接続（ＴＤＭＡ）ネットワーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワー
ク、直交周波数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）ネットワーク、シングル・キャリア周波数分
割多元接続（ＳＣ－ＦＤＭＡ）ネットワーク、およびその他のネットワークのようなさま
ざまな無線通信ネットワークのために使用されうる。用語「ネットワーク」および「シス
テム」は、しばしば置換可能に使用される。ＣＤＭＡネットワークは、例えば、ユニバー
サル地上ラジオ・アクセス（ＵＴＲＡ）、テレコミュニケーション・インダストリ・アソ
シエーション（ＴＩＡ）のｃｄｍａ２０００（登録商標）等のようなラジオ技術を実現し
うる。ＵＴＲＡ技術は、広帯域ＣＤＭＡ（ＷＣＤＭＡ（登録商標））、およびＣＤＭＡの
その他の変形を含んでいる。ＣＤＭＡ２０００（登録商標）技術は、米国電子工業会（Ｅ
ＩＡ）およびＴＩＡからのＩＳ－２０００規格、ＩＳ－９５規格、およびＩＳ－８５６規
格を含んでいる。ＴＤＭＡネットワークは、例えばグローバル移動体通信システム（ＧＳ
Ｍ（登録商標））のようなラジオ技術を実現しうる。ＯＦＤＭＡネットワークは、例えば
、イボルブドＵＴＲＡ（Ｅ－ＵＴＲＡ）、ウルトラ・モバイル・ブロードバンド（ＵＭＢ
）、ＩＥＥＥ　８０２．１１（Ｗｉ－Ｆｉ）、ＩＥＥＥ　８０２．１６（ＷｉＭＡＸ）、
ＩＥＥＥ　８０２．２０、Ｆｌａｓｈ－ＯＦＤＭ（登録商標）等のようなラジオ技術を実
現しうる。ＵＴＲＡ技術およびＥ－ＵＴＲＡ技術は、ユニバーサル・モバイル・テレコミ
ュニケーション・システム（ＵＭＴＳ）の一部である。３ＧＰＰロング・ターム・イボリ
ューション（ＬＴＥ）およびＬＴＥ－アドバンスト（ＬＴＥ－Ａ）は、Ｅ－ＵＴＲＡを使
用するＵＭＴＳの新たなリリースである。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、ＵＭＴＳ、ＬＴＥ、
ＬＴＥ－Ａ、およびＧＳＭは、「第３世代パートシップ計画」（３ＧＰＰ）と呼ばれる団
体からの文書に記載されている。ＣＤＭＡ２０００およびＵＭＢは、「第３世代パートナ
シップ計画２」（３ＧＰＰ２）と呼ばれる組織からの文書に記載されている。本明細書で
記載された技術は、他の無線ネットワークおよびラジオ・アクセス技術のみならず、前述
された無線ネットワークおよびラジオ・アクセス技術のためにも使用されうる。明確化の
ために、これら技術のある態様は、以下において、ＬＴＥまたはＬＴＥ－Ａ（代わりに、
これらはともに“ＬＴＥ／－Ａ”と称される）について記載されており、このようなＬＴ
Ｅ－Ａ用語が以下の説明の多くで使用される。
【００１４】
　図１は、ＬＴＥ－Ａネットワークでありうる無線通信ネットワーク１００を示す。無線
ネットワーク１００は、多くのイボルブド・ノードＢ（ｅノードＢ）１１０およびその他
のネットワーク・エンティティを含む。ｅノードＢは、ＵＥと通信する局であり、基地局
、ノードＢ、アクセス・ポイント等とも称されうる。おのおののｅノードＢ１１０は、特
定の地理的エリアのために通信有効通信範囲を提供する。３ＧＰＰでは、用語「セル」は
、この用語が使用される文脈に依存して、有効通信範囲エリアにサービス提供しているｅ
ノードＢおよび／またはｅノードＢサブシステムからなる特定の地理的有効通信範囲エリ
アを称しうる。
【００１５】
　ｅノードＢは、マクロ・セル、ピコ・セル、フェムト・セル、および／または、その他
のタイプのセルのために、通信有効通信範囲を提供しうる。マクロ・セルは、一般に、比
較的大きな地理的エリア（例えば、半径数キロメータ）をカバーし、ネットワーク・プロ
バイダへのサービス加入を持つＵＥによる無制限のアクセスを許可しうる。ピコ・セルは
、一般に、比較的小さな地理的エリアをカバーし、ネットワーク・プロバイダへのサービ
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ス加入を持つＵＥによる無制限のアクセスを許可しうる。フェムト・セルもまた一般に、
比較的小さな地理的エリア（例えば、住宅）をカバーし、無制限のアクセスに加えて、フ
ェムト・セルとの関連付けを持つＵＥ（例えば、クローズド加入者グループ（ＣＳＧ）内
のＵＥ、住宅内のユーザのためのＵＥ等）による制限付のアクセスをも提供しうる。マク
ロ・セルのためのｅノードＢは、マクロｅノードＢと称されうる。ピコ・セルのためのｅ
ノードＢは、ピコｅノードＢと称されうる。そして、フェムト・セルのためのｅノードＢ
は、フェムトｅノードＢまたはホームｅノードＢと称されうる。図１に示す例では、ｅノ
ードＢ１１０ａ，１１０ｂ，１１０ｃは、マクロ・セル１０２ａ，１０２ｂ，１０２ｃそ
れぞれのためのマクロｅノードＢでありうる。ｅノードＢ１１０ｘは、ピコ・セル１０２
ｘのためのピコｅノードＢでありうる。そして、ｅノードＢ１１０ｙ，１１０ｚは、それ
ぞれフェムト・セル１０２ｙ，１０２ｚのためのフェムトｅノードＢである。ｅノードＢ
は、１または複数（例えば２，３，４個等）のセルをサポートしうる。
【００１６】
　無線ネットワーク１００はさらに、中継局をも含みうる。中継局は、データおよび／ま
たはその他の情報の送信を上流局（例えば、ｅノードＢ、ＵＥ等）から受信し、データお
よび／またはその他の情報の送信を下流局（例えば、ＵＥまたはｅノードＢ）へ送信する
局である。中継局はまた、他のＵＥのための送信を中継するＵＥでもありうる。図１に示
す例では、中継局１１０ｒは、ｅノードＢ１１０ａとＵＥ１２０ｒとの間の通信を容易に
するために、ｅノードＢ１１０ａおよびＵＥ１２０ｒと通信しうる。中継局はまた、リレ
ーｅノードＢ、リレー等とも称されうる。
【００１７】
　無線ネットワーク１００はまた、例えば、マクロｅノードＢ、ピコｅノードＢ、フェム
トｅノードＢ、リレー等のような異なるタイプのｅノードＢを含むヘテロジニアスなネッ
トワークでもありうる。これら異なるタイプのｅノードＢは、異なる送信電力レベル、異
なる有効通信範囲エリア、および、無線ネットワーク１００内の干渉に対する異なるイン
パクトを有しうる。例えば、マクロｅノードＢは、高い送信電力レベル（例えば、２０ワ
ット）を有する一方、ピコｅノードＢ、フェムトｅノードＢ、およびリレーは、低い送信
電力レベル（例えば、１ワット）を有しうる。
【００１８】
　無線ネットワーク１００は、同期動作または非同期動作をサポートしうる。同期動作の
ために、ｅノードＢは、類似のフレーム・タイミングを有し、異なるｅノードＢからの送
信は、時間的にほぼ揃えられうる。非同期動作の場合、ｅノードＢは、異なるフレーム・
タイミングを有し、異なるｅノードＢからの送信は、時間的に揃わない場合がある。本明
細書に記載された技法は、干渉がサービス提供セルと同期化される、局在化された同期を
用いたシステムにおいて、または、同期動作のために使用されうる。
【００１９】
　１つの態様では、無線ネットワーク１００は、周波数分割デュプレクス（ＦＤＤ）動作
モードまたは時分割デュプレクス（ＴＤＤ）動作モードをサポートしうる。ここに記載さ
れた技術は、ＦＤＤ動作モードまたはＴＤＤ動作モードのために使用されうる。
【００２０】
　ネットワーク・コントローラ１３０は、ｅノードＢ１１０のセットに接続しており、こ
れらｅノードＢ１１０のための調整および制御を提供しうる。ネットワーク・コントロー
ラ１３０は、バックホールを介してｅノードＢ１１０と通信しうる。ｅノードＢ１１０は
また、例えば、ダイレクトに、または、無線バックホールまたは有線バックホールを介し
て非ダイレクトに、互いに通信しうる。
【００２１】
　無線ネットワーク１００の全体にわたって、ＵＥ１２０（例えば、ＵＥ１２０ｘ、ＵＥ
１２０ｙ等）が分布しうる。そして、おのおののＵＥは、固定式または移動式でありうる
。ＵＥは、端末、ユーザ機器、移動局、加入者ユニット、局等とも称されうる。ＵＥは、
セルラ電話（例えば、スマート・フォン）、携帯情報端末（ＰＤＡ）、無線モデム、無線



(8) JP 5869141 B2 2016.2.24

10

20

30

40

50

通信デバイス、ハンドヘルド・デバイス、ラップトップ・コンピュータ、コードレス電話
、無線ローカル・ループ（ＷＬＬ）局、タブレット、ネットブック、スマート・ブック等
でありうる。ＵＥは、マクロｅノードＢ、ピコｅノードＢ、フェムトｅノードＢ、リレー
等と通信することができうる。図１では、両矢印の実線が、ＵＥと、ダウンリンクおよび
／またはアップリンクでＵＥにサービス提供するように指定されたｅノードＢであるサー
ビス提供ｅノードＢとの間の所望の送信を示す。両矢印の破線は、ＵＥとｅノードＢとの
間の干渉送信を示す。
【００２２】
　ＬＴＥは、ダウンリンクで直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）を、アップリンクでシング
ル・キャリア周波数分割多重（ＳＣ－ＦＤＭ）を利用する。ＯＦＤＭおよびＳＣ－ＦＤＭ
は、システム帯域幅を、一般にトーン、ビン等とも称される複数（Ｋ個）の直交サブキャ
リアに分割する。おのおののサブキャリアは、データとともに変調されうる。一般に、変
調シンボルは、ＯＦＤＭを用いて周波数領域で、ＳＣ－ＦＤＭを用いて時間領域で送信さ
れる。隣接するサブキャリア間の間隔は固定され、サブキャリアの総数（Ｋ個）は、シス
テム帯域幅に依存しうる。例えば、サブキャリアの間隔は、１５ｋＨｚでありうる。そし
て、（「リソース・ブロック」と呼ばれる）最小リソース割当は、１２サブキャリア（ま
たは１８０ｋＨｚ）でありうる。その結果、ノミナルＦＦＴサイズは、１．２５，２．５
，５，１０，または２０メガヘルツ（ＭＨｚ）の対応するシステム帯域幅についてそれぞ
れ１２８，２５６，５１２，１０２４，または２０４８に等しくなりうる。システム帯域
幅はまた、サブ帯域へ分割されうる。例えば、サブ帯域は、１．０８ＭＨｚ（すなわち、
６リソース・ブロック）をカバーし、１．２５，２．５，５，１０，１５，または２０Ｍ
Ｈｚの対応するシステム帯域幅についてそれぞれ１，２，４，８，または１６のサブ帯域
が存在しうる。
【００２３】
　図２は、ＬＴＥにおいて使用されるダウンリンクＦＤＤ構造を示す。ダウンリンクの送
信タイムラインは、ラジオ・フレームの単位に分割されうる。おのおののラジオ・フレー
ムは、（例えば１０ミリ秒（ｍｓ）のような）予め定められた持続時間を有し、０乃至９
のインデクスを付された１０個のサブフレームへ分割されうる。おのおののサブフレーム
は、２つのスロットを含みうる。したがって、おのおののラジオ・フレームは、０乃至１
９のインデクスを付された２０のスロットを含みうる。おのおののスロットは、Ｌ個のシ
ンボル期間、（例えば、図２に示すような）通常のサイクリック・プレフィクスの場合、
例えば、７つのシンボル期間を含み、拡張されたサイクリック・プレフィクスの場合、６
つのシンボル期間を含みうる。おのおののサブフレームでは、２Ｌ個のシンボル期間が、
０乃至２Ｌ－１のインデクスを割り当てられうる。利用可能な時間周波数リソースが、リ
ソース・ブロックへ分割されうる。おのおののリソース・ブロックは、１つのスロットに
おいてＮ個のサブキャリア（例えば、１２のサブキャリア）をカバーしうる。
【００２４】
　ＬＴＥでは、ｅノードＢは、ｅノードＢにおける各セルについて、一次同期信号（ＰＳ
ＣまたはＰＳＳ）および二次同期信号（ＳＳＣまたはＳＳＳ）を送信しうる。ＦＤＤ動作
モードの場合、図２に示すように、一次同期信号および二次同期信号が、通常のサイクリ
ック・プレフィクスを持つ各ラジオ・フレームのサブフレーム０およびサブフレーム５の
おのおのにおいて、シンボル期間６およびシンボル期間５でそれぞれ送信されうる。これ
ら同期信号は、セル検出および獲得のためにＵＥによって使用されうる。ＦＤＤ動作モー
ドの場合、ｅノードＢは、サブフレーム０のスロット１におけるシンボル期間０乃至３で
、物理ブロードキャスト・チャネル（ＰＢＣＨ）を送信しうる。ＰＢＣＨは、あるシステ
ム情報を伝送しうる。
【００２５】
　図２において見られるように、ｅノードＢは、各サブフレームの最初のシンボル期間で
、物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を送信しうる。ＰＣ
ＦＩＣＨは、制御チャネルのために使用されるシンボル期間の数（Ｍ）を伝えうる。ここ
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で、Ｍは、１，２または３に等しく、サブフレーム毎に変化しうる。Ｍはまた、例えば、
１０未満のリソース・ブロックのように、小さなシステム帯域幅に対して４に等しくなり
うる。図２に示す例では、Ｍ＝３である。ｅノードＢは、おのおののサブフレームの最初
のＭ個のシンボル期間において、物理ＨＡＲＱインジケータ・チャネル（ＰＨＩＣＨ）お
よび物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）を送信しうる。ＰＤＣＣＨおよびＰＨ
ＩＣＨもまた、図２に示す例における最初の３つのシンボル期間に含まれる。ＰＨＩＣＨ
は、ハイブリッド自動再送信（ＨＡＲＱ）をサポートするための情報を伝送しうる。ＰＤ
ＣＣＨは、ＵＥのためのアップリンクおよびダウンリンクのリソース割当に関する情報と
、アップリンク・チャネルのための電力制御情報とを伝送しうる。ｅノードＢはまた、お
のおののサブフレームの残りのシンボル期間で、物理ダウンリンク共有チャネル（ＰＤＳ
ＣＨ）を送信しうる。ＰＤＳＣＨは、ダウンリンクで、データ送信のためにスケジュール
されたＵＥのためのデータを伝送しうる。
【００２６】
　ｅノードＢは、ｅノードＢによって使用されるシステム帯域幅の中央の１．０８ＭＨｚ
でＰＳＣ、ＳＳＳ、およびＰＢＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、これらのチャネルが送
信される各シンボル期間において、システム帯域幅全体で、ＰＣＦＩＣＨおよびＰＨＩＣ
Ｈを送信しうる。ｅノードＢは、システム帯域幅のある部分で、ＵＥのグループにＰＤＣ
ＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、システム帯域幅の特定の部分で、ＵＥのグループにＰ
ＤＳＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、すべてのＵＥへブロードキャスト方式でＰＳＣ、
ＳＳＣ、ＰＢＣＨ、ＰＣＦＩＣＨ、およびＰＨＩＣＨを送信し、ＰＤＣＣＨを、ユニキャ
スト方式で、特定のＵＥへ送信しうる。さらに、特定のＵＥへユニキャスト方式でＰＤＳ
ＣＨをも送信しうる。
【００２７】
　各シンボル期間において、多くのリソース要素が利用可能でありうる。おのおののリソ
ース要素は、１つのシンボル期間において１つのサブキャリアをカバーしうる。そして、
実数値または複素数値である１つの変調シンボルを送信するために使用されうる。制御チ
ャネルのために使用されるシンボルのために、各シンボル期間において、基準信号のため
に使用されないリソース要素が、リソース要素グループ（ＲＥＧ）へ構成されうる。おの
おののＲＥＧは、１つのシンボル期間内に、４つのリソース要素を含みうる。ＰＣＦＩＣ
Ｈは、シンボル期間０内に４つのＲＥＧを占有しうる。これらは、周波数にわたってほぼ
均等に配置されうる。ＰＨＩＣＨは、１または複数の設定可能なシンボル期間内に３つの
ＲＥＧを占有しうる。これらは、周波数にわたって分散されうる。例えば、ＰＨＩＣＨの
ための３つのＲＥＧはすべて、シンボル期間０に属しうる。あるいは、シンボル期間０，
１，２内に分散されうる。ＰＤＣＣＨは、最初のＭ個のシンボル期間内に、９，１８，３
６，または７２のＲＥＧを占有しうる。これらは、利用可能なＲＥＧから選択されうる。
複数のＲＥＧからなるある組み合わせのみが、ＰＤＣＣＨのために許容されうる。
【００２８】
　ＵＥは、ＰＨＩＣＨとＰＣＦＩＣＨとのために使用される特定のＲＥＧを認識しうる。
ＵＥは、ＰＤＣＣＨを求めて、ＲＥＧの異なる組み合わせを探索しうる。探索する組み合
わせの数は、一般に、ＰＤＣＣＨにおいてすべてのＵＥのために許可された組み合わせ数
よりも少ない。ｅノードＢは、ＵＥが探索する組み合わせのうちの何れかのＵＥにＰＤＣ
ＣＨを送信しうる。
【００２９】
　ＵＥは、複数のｅノードＢの有効通信範囲内に存在しうる。これらのｅノードＢのうち
の１つが、ＵＥにサービス提供するために選択されうる。サービス提供するｅノードＢは
、例えば受信電力、経路喪失、信号対雑音比（ＳＮＲ）等のようなさまざまな基準に基づ
いて選択されうる。
【００３０】
　図３は、アップリンク・ロング・ターム・イボリューション（ＬＴＥ）通信における典
型的なＦＤＤおよびＴＤＤ（特別ではないサブフレームのみの）サブフレーム構造を概念
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的に例示するブロック図である。アップリンクのために利用可能なリソース・ブロック（
ＲＢ）は、データ・セクションおよび制御セクションに分割されうる。制御セクションは
、システム帯域幅の２つの端部において形成され、設定可能なサイズを有しうる。制御セ
クションにおけるリソース・ブロックは、制御情報の送信のために、ＵＥへ割り当てられ
うる。データ・セクションは、制御セクションに含まれていないすべてのリソース・ブロ
ックを含みうる。図３における設計の結果、データ・セクションは、連続するサブキャリ
アを含むようになる。これによって、単一のＵＥは、連続するサブキャリアのすべてがデ
ータ・セクション内に割り当てられるようになる。
【００３１】
　ＵＥは、ｅノードＢへ制御情報を送信するために、制御セクション内にリソース・ブロ
ックを割り当てられうる。ＵＥはまた、ｅノードＢへデータを送信するために、データ・
セクション内にリソース・ブロックを割り当てられうる。ＵＥは、制御セクションにおい
て割り当てられたリソース・ブロックで、物理アップリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）
で制御情報を送信しうる。ＵＥは、データ・セクションにおいて割り当てられたリソース
・ブロックで、物理アップリンク共有チャネル（ＰＵＳＣＨ）で、データのみ、または、
データと制御情報との両方を送信しうる。アップリンク送信は、サブフレームからなる両
スロットに及び、図３に示すように、周波数を越えてホップしうる。１つの態様によれば
、緩和されたシングル・キャリア動作において、ＵＬリソースで並列なチャネルが送信さ
れうる。例えば、制御およびデータ・チャネル、並列制御チャネル、および並列データ・
チャネルが、ＵＥによって送信されうる。
【００３２】
　ＰＳＣ（一次同期キャリア）、ＳＳＣ（二次同期キャリア）、ＣＲＳ（共通基準信号）
、ＰＢＣＨ、ＰＵＣＣＨ、ＰＵＳＣＨ、および、ＬＴＥ／－Ａで使用される他のこのよう
な信号およびチャネルは、公的に利用可能な、「イボルブド・ユニバーサル地上ラジオ・
アクセス（Ｅ－ＵＴＲＡ）；物理チャネルおよび変調」（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒ
ｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　（Ｅ－ＵＴＲＡ）；　Ｐ
ｈｙｓｉｃａｌ　Ｃｈａｎｎｅｌｓ　ａｎｄ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）と題された３ＧＰ
Ｐ　ＴＳ　３６．２１１に記載されている。
【００３３】
　図４は、図１における基地局／ｅノードＢのうちの１つ、およびＵＥのうちの１つであ
りうる、基地局／ｅノードＢ１１０とＵＥ１２０との設計のブロック図を示す。例えば、
基地局１１０は、図１におけるマクロｅノードＢ１１０ｃでありうる。そして、ＵＥ１２
０は、ＵＥ１２０ｙでありうる。基地局１１０はさらに、その他いくつかのタイプの基地
局でもありうる。基地局１１０は、アンテナ４３４ａ乃至４３４ｔを備え、ＵＥ１２０は
、アンテナ４５２ａ乃至４５２ｒを備えうる。
【００３４】
　基地局１１０では、送信プロセッサ４２０が、データ・ソース４１２からデータを、コ
ントローラ／プロセッサ４４０から制御情報を受信しうる。制御情報は、ＰＢＣＨ、ＰＣ
ＦＩＣＨ、ＰＨＩＣＨ、ＰＤＣＣＨ等用でありうる。データは、ＰＤＳＣＨ等用でありう
る。プロセッサ４２０は、データ・シンボルおよび制御シンボルをそれぞれ取得するため
に、データおよび制御情報を処理（例えば、符号化およびシンボル・マップ）しうる。プ
ロセッサ４２０はさらに、例えばＰＳＳ、ＳＳＳのための基準シンボルや、セル特有の基
準信号を生成しうる。送信（ＴＸ）複数入力複数出力（ＭＩＭＯ）プロセッサ４３０は、
適用可能であれば、データ・シンボル、制御シンボル、および／または基準シンボルに空
間処理（例えば、プリコーディング）を実行し、出力シンボル・ストリームを変調器（Ｍ
ＯＤ）４３２ａ乃至４３２ｔに提供しうる。おのおのの変調器４３２は、（例えば、ＯＦ
ＤＭ等のために）それぞれの出力シンボル・ストリームを処理して、出力サンプル・スト
リームを得る。おのおのの変調器４３２はさらに、出力サンプル・ストリームを処理（例
えば、アナログ変換、増幅、フィルタ、およびアップコンバート）し、ダウンリンク信号
を取得する。変調器４３２ａ乃至４３２ｔからのダウンリンク信号は、アンテナ４３４ａ
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乃至４３４ｔを介してそれぞれ送信されうる。
【００３５】
　ＵＥ１２０では、アンテナ４５２ａ乃至４５２ｒが、基地局１１０からダウンリンク信
号を受信し、受信した信号を、復調器（ＤＥＭＯＤ）４５４ａ乃至４５４ｒへそれぞれ提
供しうる。おのおのの復調器４５４は、受信したそれぞれの信号を調整（例えば、フィル
タ、増幅、ダウンコンバート、およびデジタル化）して、入力サンプルを取得しうる。お
のおのの復調器４５４はさらに、（例えば、ＯＦＤＭ等のため）これら入力サンプルを処
理して、受信されたシンボルを取得しうる。ＭＩＭＯ検出器４５６は、すべての復調器４
５４ａ乃至４５４ｒから受信したシンボルを取得し、適用可能である場合、これら受信さ
れたシンボルに対してＭＩＭＯ検出を実行し、検出されたシンボルを提供しうる。受信プ
ロセッサ４５８は、検出されたシンボルを処理（例えば、復調、デインタリーブ、および
復号）し、ＵＥ１２０のために復号されたデータをデータ・シンク４６０に提供し、復号
された制御情報をコントローラ／プロセッサ４８０へ提供しうる。
【００３６】
　アップリンクでは、ＵＥ１２０において、送信プロセッサ４６４が、データ・ソース４
６２から（例えばＰＵＳＣＨのための）データを、コントローラ／プロセッサ４８０から
（例えばＰＵＣＣＨのための）制御情報を受信し、これらを処理しうる。プロセッサ４６
４はさらに、基準信号のための基準シンボルをも生成しうる。送信プロセッサ４６４から
のシンボルは、適用可能であれば、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ４６６によってプリコード
され、さらに、（例えば、ＳＣ－ＦＤＭ等のために）変調器４５４ａ乃至４５４ｒによっ
て処理され、基地局１１０へ送信されうる。基地局１１０では、ＵＥ１２０からのアップ
リンク信号が、アンテナ４３４によって受信され、復調器４３２によって処理され、適用
可能な場合にはＭＩＭＯ検出器４３６によって検出され、さらに、受信プロセッサ４３８
によって処理されて、ＵＥ１２０によって送信された復号されたデータおよび制御情報が
取得されうる。プロセッサ４３８は、復号されたデータをデータ・シンク４３９に提供し
、復号された制御情報をコントローラ／プロセッサ４４０へ提供しうる。基地局１１０は
、例えばＸ２インタフェース４４１を介して、他の基地局へメッセージを送信しうる。
【００３７】
　コントローラ／プロセッサ４４０，４８０は、基地局１１０およびＵＥ１２０それぞれ
における動作を指示しうる。基地局１１０におけるプロセッサ４４０および／またはその
他のプロセッサおよびモジュールは、本明細書に記載された技術のためのさまざまな処理
の実行または実行の指示を行いうる。ＵＥ１２０におけるプロセッサ４８０および／また
はその他のプロセッサおよびモジュールは、図６Ａ，６Ｂ，７Ａ－７Ｃ，８Ａ－８Ｃ、お
よび９に例示された機能ブロック、および／または、本明細書に記載された技法のための
その他の処理の実行または指示を行いうる。メモリ４４２，４８２は、基地局１１０およ
びＵＥ１２０それぞれのためのデータおよびプログラム・コードを格納しうる。スケジュ
ーラ４４４は、ダウンリンクおよび／またはアップリンクでのデータ送信のためにＵＥを
スケジュールしうる。
【００３８】
　無線ネットワークは、異なる電力クラスのｅノードＢを有しうる。例えば、電力クラス
が減少するに際し、マクロｅノードＢ、ピコｅノードＢ、およびフェムトｅノードＢのよ
うに、３つの電力クラスが定義されうる。このように異なる電力クラスのｅノードＢを特
徴とするネットワークは、ヘテロジニアスなネットワークと称されうる。マクロｅノード
Ｂ、ピコｅノードＢ、およびフェムトｅノードＢが同一チャネルに配置されている場合、
マクロｅノードＢ（攻撃ｅノードＢ）の電力スペクトル密度（ＰＳＤ）は、ピコｅノード
ＢおよびフェムトｅノードＢ（犠牲ｅノードＢｓ）のＰＳＤよりも大きく、ピコｅノード
ＢとフェムトｅノードＢとに多大な干渉をもたらしうる。保護サブフレームは、ピコｅノ
ードＢおよびフェムトｅノードＢとの干渉を低減または最小化するために使用されうる。
すなわち、保護サブフレームは、犠牲ｅノードＢが、攻撃ｅノードＢにおける禁止サブフ
レームに対応するようにスケジュールされうる。
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【００３９】
　図１に戻って示すように、ヘテロジニアスな無線ネットワーク１００は、単位エリア毎
のシステムのスペクトル効率を改善するために、ｅノードＢ１１０の多様なセット（すな
わち、マクロｅノードＢ、ピコｅノードＢ、フェムトｅノードＢ、およびリレー）を使用
する。マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃは、通常、無線ネットワーク１００のプロバイダに
よって、注意深く計画され、配置される。マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃは、一般に、高
い電力レベル（例えば、５Ｗ－４０Ｗ）で送信する。一般に、実質的に低い電力レベル（
例えば、１００ｍＷ－２Ｗ）で送信するピコｅノードＢ１１０ｘおよびリレー１１０ｒは
、マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃによって提供される有効通信範囲エリアにおける有効通
信範囲ホールをなくすために、および、ホット・スポットにおける容量を改善するために
、比較的無計画な方式で配置されうる。一般に、無線ネットワーク１００から独立して配
置されるフェムトｅノードＢ１１０ｙ－ｚはやはり、アドミニストレータ（単数または複
数）によって許可されている場合には、無線ネットワーク１００への潜在的なアクセス・
ポイントとして、または、リソース調整および干渉管理の調整を実行するために、無線ネ
ットワーク１００の他のｅノードＢ１１０と通信しうる、少なくともアクティブでアウェ
アなｅノードＢとして、の何れかとして、無線ネットワーク１００の有効通信範囲エリア
へ組み込まれうる。また、フェムトｅノードＢ１１０ｙ－ｚは、一般に、マクロｅノード
Ｂ１１０ａ－ｃよりも実質的に低い電力レベル（例えば、１００ｍＷ－２Ｗ）でも送信す
る。
【００４０】
　例えば無線ネットワーク１００のようなヘテロジニアスなネットワークの動作では、お
のおののＵＥは、通常、良好な信号品質のｅノードＢ１１０によってサービス提供される
一方、他のｅノードＢ１１０から受信された、求められない信号は、干渉として取り扱わ
れる。このような動作原理は、最適とはいえないパフォーマンスをもたらす一方、ｅノー
ドＢ１１０間における高度なリソース調整、より良好なサーバ選択戦略、および、効率的
な干渉管理のためのより進化した技術を用いることによって、無線ネットワーク１００に
おけるネットワーク・パフォーマンスの向上が達成される。
【００４１】
　例えばピコｅノードＢ１１０ｘのようなピコｅノードＢは、例えばマクロｅノードＢ１
１０ａ－ｃのようなマクロｅノードＢと比較された場合、実質的に低い送信電力によって
特徴付けられる。また、ピコｅノードＢは、通常、アド・ホック方式では、例えば無線ネ
ットワーク１００のようなネットワークの周囲に配置されるだろう。この無計画な配置に
よって、例えば無線ネットワーク１００のような、ピコｅノードＢ配置を伴う無線ネット
ワークは、低い信号対干渉条件を持つ広いエリアを有することが期待されうる。これは、
有効通信範囲エリアまたはセルの端部のＵＥ（「セル・エッジ」ＵＥ）への制御チャネル
送信のためのよりチャレンジングなＲＦ環境を生み出しうる。さらに、マクロｅノードＢ
１１０ａ－ｃと、ピコｅノードＢ１１０ｘとの送信電力レベル間に潜在的に大きな相違（
例えば、約２０ｄＢ）があることは、混合された配置では、ピコｅノードＢ１１０ｘのダ
ウンリンク有効通信範囲エリアが、マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃのダウンリンク有効通
信範囲エリアよりも格段に小さいであろうことを示唆している。
【００４２】
　しかしながら、アップリンクの場合、アップリンク信号の信号強度はＵＥによって管理
されるので、何れかのタイプのｅノードＢ１１０によって受信された場合、類似するよう
になるであろう。大まかに同じ、または、類似しているｅノードＢ１１０のアップリンク
有効通信範囲エリアでは、アップリンク・ハンドオフ境界が、チャネル・ゲインに基づい
て決定されるだろう。これは、ダウンリンク・ハンドオーバ境界とアップリンク・ハンド
オーバ境界との間のミスマッチをもたらしうる。さらなるネットワーク適合が無ければ、
このミスマッチは、無線ネットワーク１００における、サーバ選択、または、ｅノードＢ
に対するＵＥの関連付けを、ダウンリンクおよびアップリンクのハンドオーバ境界がより
近く一致しているマクロｅノードＢのみのホモジニアス・ネットワークにおけるよりも、
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より困難にするであろう。
【００４３】
　（範囲拡張）　
　ＬＴＥリリース８規格で提供されているように、サーバ選択が、ダウンリンク受信信号
強度に支配的に基づくのであれば、例えば無線ネットワーク１００のようなヘテロジニア
スなネットワークの混成ｅノードＢ配置の有用性が大いに損なわれるだろう。これは、例
えばマクロｅノードＢ１１０ａ－ｃのような高電力マクロｅノードＢの有効通信範囲エリ
アが広くなると、例えばピコｅノードＢ１１０ｘのようなピコｅノードＢを用いてセル有
効通信範囲を分割する利点を制限するからである。なぜなら、マクロｅノードＢ１１０ａ
－ｃのダウンリンク受信信号強度が高くなると、利用可能なＵＥのすべてに対して魅力的
である一方、ピコｅノードＢ１１０ｘは、ダウンリンク送信電力がはるかに低いことによ
って、いずれのＵＥにもサービス提供しないからである。さらに、マクロｅノードＢ１１
０ａ－ｃは、これらのＵＥに対して効率的にサービス提供するために、十分なリソースを
持たない可能性が高くなるであろう。したがって、無線ネットワーク１００は、ピコｅノ
ードＢ１１０ｘの有効通信範囲エリアを拡大することによって、マクロｅノードＢ１１０
ａ－ｃとピコｅノードＢ１１０ｘとの間の負荷をアクティブに平準化するように試みるで
あろう。この概念は範囲拡張と称される。
【００４４】
　無線ネットワーク１００は、サーバ選択が決定される方式を変更することによって、こ
の範囲拡張を達成する。サーバ選択は、ダウンリンク受信信号強度に基づくのではなく、
ダウンリンク信号の品質により基づく。１つのこのような品質ベースの決定では、サーバ
選択は、ＵＥに対して最小の経路喪失しかもたらさないｅノードＢを決定することに基づ
きうる。さらに、無線ネットワーク１００は、マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃと、ピコｅ
ノードＢ１１０ｘとの間で固定されたリソース分割を等しく提供する。しかしながら、こ
のようなアクティブな負荷平準化をもってしても、マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃからの
ダウンリンク干渉は、例えばピコｅノードＢ１１０ｘのようなピコｅノードＢによってサ
ービス提供されるＵＥのために緩和されねばならない。これは、ＵＥにおける干渉除去、
ｅノードＢ１１０間のリソース調整等を含むさまざまな方法によって達成されうる。
【００４５】
　例えば無線ネットワーク１００のように、範囲拡張されたヘテロジニアスなネットワー
クでは、例えばマクロｅノードＢ１１０ａ－ｃのような高電力のｅノードＢから送信され
た、より強いダウンリンク信号の存在下において、例えばピコｅノードＢ１１０ｘのよう
な低電力のｅノードＢから、ＵＥがサービスを得るために、ピコｅノードＢ１１０ｘは、
マクロｅノードＢ１１０ａ－ｃのうちの支配的な干渉元との制御チャネルおよびデータ・
チャネルの干渉の調整を行う。干渉を管理するために、干渉調整のための別の多くの技術
が適用されうる。例えば、同一チャネル配置におけるセルからの干渉を低減するために、
セル間干渉調整（ＩＣＩＣ）が使用されうる。１つのＩＣＩＣメカニズムは、適応的なリ
ソース区分である。適応的なリソース分割は、あるｅノードＢにサブフレームを割り当て
る。第１のｅノードＢに割り当てられたサブフレームでは、近隣のｅノードＢは送信しな
い。したがって、第１のｅノードＢによってサービス提供されるＵＥによってもたらされ
る干渉が低減される。サブフレーム割当は、アップリンク・チャネルとダウンリンク・チ
ャネルとの両方で実行されうる。
【００４６】
　（適応的なリソース区分）　
　例えば、サブフレームは、３つのクラスのサブフレーム、すなわち、保護サブフレーム
（Ｕサブフレーム）、禁止サブフレーム（Ｎサブフレーム）、および共通サブフレーム（
Ｃサブフレーム）の間で割り当てられる。保護サブフレームは、第１のｅノードＢによる
限定的な使用のために第１のｅノードＢに割り当てられる。保護サブフレームはまた、近
隣のｅノードＢからの干渉が無いことに基づいて、「クリーンな」サブフレームとも称さ
れる。禁止サブフレームは、近隣のｅノードＢに割り当てられたサブフレームであり、第
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１のｅノードＢは、禁止サブフレームの間、データを送信することを禁じられる。例えば
、第１のｅノードＢの禁止サブフレームは、第２の干渉元のｅノードＢの保護サブフレー
ムに対応しうる。したがって、第１のｅノードＢは、第１のｅノードＢの保護サブフレー
ムの間にデータを送信している唯一のｅノードＢである。共通サブフレームは、複数のｅ
ノードＢによるデータ送信のために使用されうる。共通サブフレームはまた、別のｅノー
ドＢからの干渉の可能性があることから、「クリーンではない」サブフレームとも称され
うる。
【００４７】
　期間毎に、少なくとも１つの保護サブフレームが静的に割り当てられる。ある場合には
、１つの保護サブフレームのみが静的に割り当てられる。例えば、期間が８ミリ秒である
場合、１つの保護サブフレームが、毎８ミリ秒の間に、ｅノードＢに静的に割り当てられ
うる。他のサブフレームは動的に割り当てられうる。
【００４８】
　適応性のあるリソース分配情報（ＡＲＰＩ：Ａｄａｐｔｉｖｅ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ｐ
ａｒｔｉｔｉｏｎｉｎｇ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）によって、非静的に割り当てられた
サブフレームが、動的に割り当てられるようになる。保護サブフレーム、禁止サブフレー
ム、または共通サブフレーム（それぞれＡＵサブフレーム、ＡＮサブフレーム、ＡＣサブ
フレーム）の何れかが、動的に割り当てられうる。このような動的な割り当ては、例えば
１００ミリ秒毎またはそれ未満毎のように、迅速に変化しうる。
【００４９】
　図５は、本開示の１つの態様にしたがうヘテロジニアスなネットワークにおけるＴＤＭ
区分を例示するブロック図である。ブロックの第１行は、フェムトｅノードＢのためのサ
ブフレーム割当を例示しており、ブロックの第２行は、マクロｅノードＢのためのサブフ
レーム割当を例示している。ｅノードＢのおのおのは、静的な保護サブフレームを有する
。この間、他のｅノードＢは、静的な禁止サブフレームを有する。例えば、フェムトｅノ
ードＢは、サブフレーム０における禁止サブフレーム（Ｎサブフレーム）に対応する、サ
ブフレーム０における保護サブフレーム（Ｕサブフレーム）を有する。同様に、マクロｅ
ノードＢは、サブフレーム７における禁止サブフレーム（Ｎサブフレーム）に対応する、
サブフレーム７における保護サブフレーム（Ｕサブフレーム）を有する。サブフレーム１
－６は、保護サブフレーム（ＡＵ）、禁止サブフレーム（ＡＮ）、および共通サブフレー
ム（ＡＣ）の何れかとして動的に割り当てられる。動的に割り当てられたサブフレーム（
ＡＵ／ＡＮ／ＡＣ）は、本明細書において集合的に「Ｘ」サブフレームと称される。サブ
フレーム５，６において動的に割り当てられた共通サブフレーム（ＡＣ）では、フェムト
ｅノードＢとマクロｅノードＢとの両方が、データを送信しうる。
【００５０】
　攻撃ｅノードＢは、送信することを禁止されているので、（例えばＵ／ＡＵサブフレー
ムのような）保護サブフレームは、干渉が低減され、高いチャネル品質を有する。（例え
ば、Ｎ／ＡＮサブフレームのような）禁止サブフレームは、データ送信がないので、犠牲
ｅノードＢは、低い干渉レベルでデータを送信できるようになる。（例えば、Ｃ／ＡＣサ
ブフレームのような）共通サブフレームは、データを送信している近隣のｅノードＢの数
に依存するチャネル品質を有する。例えば、近隣のｅノードＢが、共通サブフレームでデ
ータを送信している場合、共通サブフレームのチャネル品質は、保護サブフレームよりも
低くなりうる。共通サブフレームのチャネル品質はまた、攻撃ｅノードＢによって強く影
響を受ける拡張境界エリア（ＥＢＡ）について低くなりうる。ＥＢＡ　ＵＥは、第１のｅ
ノードＢに属するのみならず、第２のｅノードＢの有効通信範囲エリア内に配置されうる
。例えば、フェムトｅノードＢ有効通信範囲の範囲限界近傍のマクロｅノードＢと通信す
るＵＥは、ＥＢＡ　ＵＥである。
【００５１】
　ＬＴＥ／－Ａにおいて適用されうる別の干渉管理スキームの例は、緩慢な適応干渉管理
である。干渉管理に対してこのアプローチを使用することによって、リソースが、ネゴシ
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エートされ、スケジューリング間隔よりもはるかに大きな時間スケールにわたって割り当
てられる。このスキームの目的は、時間リソースまたは周波数リソースのすべてにわたっ
て、ネットワークの全体有用性を最大化する、送信元のｅノードＢとＵＥとのすべての送
信電力の組み合わせを見つけることである。「有用性」は、ユーザ・データ・レート、サ
ービス品質（ＱｏＳ）フローの遅れ、および公平メトリックに応じて定義されうる。この
ようなアルゴリズムは、最適化を解決するために使用されるすべての情報へのアクセスを
有し、かつ、例えば、ネットワーク・コントローラ１３０（図１）のようなすべての送信
エンティティに対する制御を有する、中央エンティティによって計算されうる。この中央
エンティティは、必ずしも現実的ではないか、また、望ましくもないかもしれない。した
がって、代替態様では、ノードのあるセットからのチャネル情報に基づいて、リソース利
用量を決定する、分散アルゴリズムが使用されうる。したがって、緩慢な適応干渉アルゴ
リズムは、中央エンティティを用いて適用されるか、あるいは、ネットワーク内のノード
／エンティティのさまざまなセットにわたってアルゴリズムを分散させることによって配
置されうる。
【００５２】
　例えば無線ネットワーク１００のようなヘテロジニアスなネットワークの配置では、Ｕ
Ｅは、１または複数の干渉元のｅノードＢから高い干渉を観察しうる支配的な干渉シナリ
オで動作しうる。支配的な干渉シナリオは、制限された関連付けによって生じうる。例え
ば、図１では、ＵＥ１２０ｙが、フェムトｅノードＢ１１０ｙの近くにあり、ｅノードＢ
１１０ｙに関し高い受信電力を有しうる。しかしながら、制約された関連性によって、Ｕ
Ｅ１２０ｙは、フェムトｅノードＢ１１０ｙにアクセスすることができず、（図１に示す
ような）マクロｅノードＢ１１０ｃ、または、同様に低い受信電力を持つ（図１に示され
ていない）フェムトｅノードＢ１１０ｚに接続しうる。ＵＥ１２０ｙは、その後、ダウン
リンクで、フェムトｅノードＢ１１０ｙからの高い干渉を観察し、アップリンクで、ｅノ
ードＢ１１０ｙへ高い干渉を引き起こしうる。ｅノードＢ１１０ｃおよびフェムトｅノー
ドＢ１１０ｙは、調整された干渉管理を用いて、リソースをネゴシエートするために、バ
ックホールを介して通信しうる。このネゴシエーションでは、フェムトｅノードＢ１１０
ｙは、チャネル・リソースのうちの１つにおける送信を停止することに合意する。これに
よって、ＵＥ１２０ｙは、同じチャネルを介してｅノードＢ１１０ｃと通信する場合ほど
、フェムト１１０ｙからの干渉を受けなくなるであろう。
【００５３】
　このような支配的な干渉シナリオでは、同期システムにおいてでさえも、ＵＥと複数の
ｅノードＢとの間の距離が異なることにより、ＵＥで観察された信号電力の不一致に加え
て、ダウンリンク信号のタイミング遅れもＵＥによって観察されうる。同期システムにお
けるｅノードＢは、システムにわたって、推定に基づいて同期される。しかしながら、例
えば、マクロｅノードＢから５ｋｍの距離にあるＵＥを考慮すると、マクロｅノードＢか
ら受信されたダウンリンク信号の伝搬遅れは、約１６．６７マイクロ秒（５ｋｍ÷３×１
０８、すなわち、光速’ｃ’）の遅れとなるであろう。マクロｅノードＢからのダウンリ
ンク信号を、より近いフェムトｅノードＢからのダウンリンク信号と比較すると、タイミ
ング差は、時間トラッキング・ループ（ＴＬＬ）誤差のレベルに近づきうる。
【００５４】
　さらに、このタイミング差は、ＵＥにおける干渉除去に悪影響を与えうる。干渉除去は
しばしば、同じ信号の複数のバージョンの結合間の相互相関特性を用いる。同じ信号の複
数のコピーを結合することによって、干渉は、より簡単に識別されうる。なぜなら、信号
のおのおののコピーにおける干渉が存在するであろう間、干渉は、同じ場所にあることは
ないだろうからである。結合された信号の相互相関を用いて、実際の信号部分が判定され
、干渉と区別されうる。これによって、干渉が除去されるようになる。
【００５５】
　一般に、サービス提供セルの制御スパンは、干渉元セルの制御スパンとは異なりうる。
制御チャネルは、制御スパン内に、１つの直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）シンボル、２
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つのシンボル、または３つのシンボルを有しうる。１．２５ＭＨｚ帯域幅のケースの場合
、制御チャネルは、最大４つのシンボルを有しうる。したがって、サービス提供セルおよ
び干渉元セルからの制御領域は、揃っていない場合がありうる。本開示の１つの態様は、
制御スパンのミスマッチによる干渉インパクトを低減または最小化する、制御チャネルお
よびデータ・チャネルの干渉除去を提供する。
【００５６】
　図６Ａは、干渉除去の全体フロー図を例示する。ブロック６１０では、共通基準信号（
ＣＲＳ）において干渉除去が実行される。ブロック６２０では、最初の制御シンボルが処
理される。ブロック６３０では、残りの任意の制御シンボルが処理される。次に、ブロッ
ク６４０において、物理ダウンリンク共有チャネル（ＰＤＳＣＨ）干渉除去が適用される
。最後に、ブロック６５０において、サービス提供セルＰＤＳＣＨが復号される。
【００５７】
　さらに詳しくは、図６Ｂは、本開示の１つの態様にしたがう、最初の制御シンボルの処
理を例示するフロー図である。ＰＣＦＩＣＨは、サブフレームにおける最初のＯＦＤＭシ
ンボルでのみ送信する。ブロック６２１において、ＵＥは、干渉元セルにおける制御シン
ボルの数を決定するために、干渉元セルのＰＣＦＩＣＨを復号する。
【００５８】
　ブロック６２２において、ＵＥは、干渉元セルのシンボル１におけるリソース要素グル
ープ（ＲＥＧ）のためのトラフィック対パイロット比（ＴＰＲ）を推定する。このトラフ
ィック対パイロット比は、特定のリソース要素グループ内の干渉元セルからのトラフィッ
クが存在するか否かを示し、もって、ＵＥがそのリソース要素グループのために干渉除去
を実行すべきか否かを示す。トラフィック対パイロット比の値が、ゼロに近いと推定され
るのであれば、干渉元セルにはトラフィックは存在せず、干渉除去は実行されない。トラ
フィック対パイロット比の値が、あるしきい値よりも大きいのであれば、干渉元セルはそ
の領域において送信しており、干渉除去が所望される。
【００５９】
　ブロック６２３において、干渉（すなわち、高いトラフィック対パイロット比）がある
とＵＥが判定すると、ＵＥは、シンボル１におけるリソース要素グループのための制御チ
ャネル（すなわち、ＰＤＣＣＨ）干渉除去を実行する。リソース要素グループ（ＲＥＧ）
は、共通基準信号（ＣＲＳ）を含むシンボルのためにともにグループ化された６つの連続
したトーンを有しうる。さらに、４つの連続したトーンが、ＣＲＳを含まないシンボルの
ためにともにグループ化されうる。干渉除去後、ブロック６２４において、ＵＥは、サー
ビス提供セルにおける制御信号の数を決定するために、サービス提供セルの物理制御フォ
ーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を復号する。
【００６０】
　図６Ａに戻って示すように、最初の制御シンボルがブロック６２０において処理された
後、残りの任意の制御シンボルがブロック６３０において処理される。サービス提供セル
と干渉元セルとの間の制御スパンにおける相違は、残りの制御シンボルの処理に影響を与
える。特に、１つのシナリオでは、図７Ａに例示されるように、サービス提供セル送信の
サービス提供セル制御領域７０２ａは、干渉元セル送信の制御領域７０４ａよりも小さい
。あるいは、サービス提供セル制御領域は、干渉元セルの制御領域よりも大きいことがあ
りうる。図７Ｂに示すように、サービス提供セル送信の制御領域７０２ｂは、干渉元セル
送信の制御領域７０４ｂよりも大きい。さらに、別の態様では、サービス提供セルおよび
干渉元セルの制御領域は、サービス提供セル制御領域７０２ｃが干渉元セル制御領域７０
４ｃと同じサイズである図７Ｃに例示されたものと同じでありうる。サービス提供セルと
干渉元セルとの間の制御スパンの相違に依存して、ＵＥは、サービス提供セルの制御およ
びデータ・チャネルの復調および復号における干渉インパクトを低減または最小化するた
めの異なる動作オプションを有する。
【００６１】
　図８Ａは、（図７Ａに例示されるように）サービス提供セル制御領域が干渉元セル制御



(17) JP 5869141 B2 2016.2.24

10

20

30

40

50

領域よりも小さい場合において残りの制御シンボルを処理するための方法８０１を例示す
る。ブロック８１０において、シンボル２におけるリソース要素グループのためのトラフ
ィック対パイロット比が推定される。次に、ブロック８１２において、高いトラフィック
対パイロット比を有するシンボル２のリソース要素グループのために、制御チャネル（例
えば、ＰＤＣＣＨ）干渉除去が実行される。次に、ブロック８１４において、サービス提
供セルＰＤＣＣＨ／ＰＨＩＣＨが復号される。サービス提供セルＰＤＣＣＨが知られると
、サービス提供セル・データ領域（すなわち、ＲＢ割当）が知られる。次に、ブロック８
１６において、シンボル３におけるリソース要素グループのためのトラフィック対パイロ
ット比が推定される。次に、ＵＥは、干渉元セルの制御領域によって引き起こされる干渉
を除去する。したがって、ブロック８１８において、サービス提供セル・データ領域（す
なわち、ＰＤＳＣＨ　ＲＢ割当）とオーバラップする干渉元セルのリソース要素グループ
について、ＰＤＣＣＨ干渉除去が実行される。１つの態様では、ＰＤＣＣＨ干渉除去は、
サービス提供セル・データ領域とオーバラップしない干渉元セルのリソース要素グループ
について実行されない。
【００６２】
　図８Ｂは、（図７Ｂに例示されるように）サービス提供セルが干渉元セルの制御領域よ
りも大きな制御領域を有する場合に、残りの制御シンボルを処理するための方法８０２を
例示する。先ず、ブロック８２０において、シンボル２のリソース要素グループのトラフ
ィック対パイロット比が推定される。干渉元データの制御領域からのいずれの干渉も除去
される。したがって、ブロック８２２において、シンボル２のリソース要素グループにつ
いて、ＰＤＣＣＨ干渉除去が実行される。
【００６３】
　ブロック８２４において、シンボル３のすべてのリソース・ブロックについてトラフィ
ック対パイロット比が推定される。サービス提供セルのＰＤＳＣＨ割当はまだ知られてい
ないので、リソース・ブロックのすべてが処理される。ブロック８２６において、高いト
ラフィック対パイロット比を有する、シンボル３におけるリソース・ブロックについて、
データ（すなわち、ＰＤＳＣＨ）干渉除去が実行される。次に、ブロック８２８において
、サービス提供セルＰＤＣＣＨ／ＰＨＩＣＨが復号される。
【００６４】
　別の構成では、ブロック８２４およびブロック８２６は、オプションの動作であり、実
行されない。言い換えれば、別の構成では、ブロック８２２において、ＰＤＣＣＨ干渉除
去が実行された後、ブロック８２８において、サービス提供セルＰＤＣＣＨ／ＰＨＩＣＨ
が復号される。
【００６５】
　図８Ｃは、（図７Ｃに例示されるように）サービス提供セルの制御領域が、干渉元セル
の制御領域と同じサイズを有する場合に、残りの制御シンボルを処理するための方法８０
３を例示する。ブロック８３０において、シンボル２および３におけるリソース要素グル
ープのためのトラフィック対パイロット比が推定される。次に、ブロック８３２において
、高いトラフィック対パイロット比を有するシンボル２および／またはシンボル３におけ
るリソース要素グループについてＰＤＣＣＨ干渉除去が実行される。ブロック８３４では
、サービス提供セルＰＤＣＣＨ／ＰＨＩＣＨが復号される。
【００６６】
　図９Ａは、干渉除去を実行する方法９００を例示する。ブロック９１０において、ＵＥ
は、サービス提供セルと干渉元セルの制御スパンを決定するために、サブフレームの最初
の制御シンボルを処理する。ブロック９１２において、ＵＥは、決定された制御スパンに
基づいて干渉を除去する。
【００６７】
　１つの構成では、処理する手段と、干渉を除去する手段とを含む無線通信のためのＵＥ
１２０が構成される。１つの態様では、処理する手段は、前述した手段によって記載され
た機能を実行するように構成されたコントローラ・プロセッサ４８０および／またはメモ
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リ４８２でありうる。別の態様では、前述された手段は、前述された手段によって記載さ
れた機能を実行するように構成された任意のモジュールまたは任意の装置でありうる。
【００６８】
　オプションとして、方法９００はまた、図９Ｂに例示されるように、基準信号トーンに
おける干渉を除去することをも含みうる。特に、ブロック９１４では、ＵＥは先ず、例え
ば共通基準信号（ＣＲＳ）トーンまたはユーザ機器基準信号（ＵＥ－ＲＳ）トーンのよう
な基準信号トーンにおける干渉を除去する。この干渉は、データおよび／または制御干渉
でありうる。ブロック９１６において、ＵＥは、他のシンボルにおける干渉除去を実行す
る。基準シンボルを含むシンボルにおける干渉除去は、まず、基準信号トーンに対しての
み適用されうる。この構成では、基準信号を含むシンボルにおいて、その他のシンボルに
おけるその後の干渉除去が、基準信号の無いトーンへ適用される。
【００６９】
　図１０は、典型的な装置１０００における異なるモジュール／手段／構成要素間のデー
タ・フローを例示する概念データ・フロー図である。装置１０００は、信号を受信し、処
理モジュール１００２へ送信する受信モジュール１００６を含む。処理モジュール１００
２は、サービス提供セルの制御スパンと、干渉元セルの制御スパンとを決定するために、
受信信号からのサブフレームの最初のシンボルを処理する。装置１０００はまた、決定さ
れた制御スパンに基づいて干渉を除去する除去モジュール１００４を含む。前述したフロ
ーチャート図６Ａ－Ｂ，８Ａ－Ｃ，９Ａ－Ｂにおける各要素は、モジュールによって実行
され、装置は、これらモジュールのうちの１または複数を含みうる。これらモジュールは
、前述した処理／アルゴリズムを実行するように特別に構成された１または複数のハード
ウェア構成要素であるか、前述した処理／アルゴリズムを実行するように構成されたプロ
セッサによって実行されうるか、プロセッサによる実施のためにコンピュータ読取可能な
媒体内に格納されうるか、またはこれらのいくつかの組み合わせでありうる。
【００７０】
　図１１は、処理システム１１１４を適用する装置１１００のハードウェア実装の例を例
示する図解である。処理システム１１１４は、一般にバス１１２４によって表されるバス
・アーキテクチャを用いて実現されうる。バス１１２４は、全体的な設計制約および処理
システム１１１４の特定のアプリケーションに依存して、任意の数の相互接続バスおよび
ブリッジを含みうる。バス１１２４は、プロセッサ１１０４、処理モジュール１１３２、
除去モジュール１１３２、およびコンピュータ読取可能な媒体１１０６によって表される
１または複数のプロセッサおよび／またはハードウェア・モジュールを含むさまざまな回
路をともにリンクする。バス１１２４はさらに、例えば、タイミング・ソース、周辺機器
、電圧制御装置、および電力管理回路のようなその他さまざまな回路を接続しうる。これ
らは、当該技術分野で良く知られているので、さらなる説明はしない。
【００７１】
　この装置は、トランシーバ１１１０に接続された処理システム１１１４を含む。トラン
シーバ１１１０は、１または複数のアンテナ１１２０に接続されうる。トランシーバ１１
１０は、送信媒体を介したその他さまざまな装置との通信を可能にする。処理システム１
１１４は、コンピュータ読取可能な媒体１１０６に接続されたプロセッサ１１０４を含む
。
【００７２】
　プロセッサ１１０４は、コンピュータ読取可能な媒体１１０６に格納されたソフトウェ
アの実行を含む一般的な処理を担当する。ソフトウェアは、プロセッサ１１０４によって
実行された場合、処理システム１１１４に対して、任意の特定の装置のために記述された
さまざまな機能を実行させる。コンピュータ読取可能な媒体１１０６はまた、ソフトウェ
アが実行されている場合に、プロセッサ１１０４によって操作されるデータを格納するた
めにも使用されうる。
【００７３】
　処理システムは、処理モジュール１１３０および除去モジュール１１３２を含む。処理
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モジュール１１３０は、サービス提供セルの制御スパンと干渉元セルの制御スパンとを決
定するために、サブフレームの最初のシンボルを処理しうる。除去モジュール１１３２は
、決定された制御スパンに基づいて、干渉を除去しうる。これらモジュールは、プロセッ
サ１１０４において動作するソフトウェア・モジュールであるか、コンピュータ読取可能
な媒体１１０６に常駐／格納されうるか、プロセッサ１１０４に接続された１または複数
のハードウェア・モジュールであるか、または、これらのいくつかの組み合わせでありう
る。処理システム１１１４は、例えば、メモリ４８２、受信プロセッサ４５８、変調器／
復調器４５４ａ－ｒ、アンテナ４５２ａ－ｒ、および／または、コントローラ／プロセッ
サ４８０のようなＵＥ１２０の構成要素でありうる。
【００７４】
　当業者であればさらに、本明細書の開示に関連して記載されたさまざまな例示的な論理
ブロック、モジュール、回路、およびアルゴリズム・ステップが、電子工学ハードウェア
、コンピュータ・ソフトウェア、あるいはこれらの組み合わせとして実現されることを理
解するであろう。ハードウェアとソフトウェアとの相互置換性を明確に説明するために、
さまざまな例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップが、これら
の機能の観点から一般的に記載された。これら機能がハードウェアとしてまたはソフトウ
ェアとして実現されるかは、特定の用途およびシステム全体に課せられている設計制約に
依存する。当業者であれば、特定の用途のおのおのに応じて変化する方式で、前述した機
能を実現しうる。しかしながら、この適用判断は、本発明の範囲からの逸脱をもたらすも
のと解釈されるべきではない。
【００７５】
　本明細書の開示に関連して記述されたさまざまな例示的な論理ブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積
回路（ＡＳＩＣ）、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）あるいは
その他のプログラマブル論理デバイス、ディスクリート・ゲートあるいはトランジスタ・
ロジック、ディスクリート・ハードウェア構成要素、または上述された機能を実現するた
めに設計された上記何れかの組み合わせを用いて実現または実施されうる。汎用プロセッ
サは、マイクロ・プロセッサでありうるが、代替例では、このプロセッサは、従来のプロ
セッサ、コントローラ、マイクロ・コントローラ、またはステート・マシンでありうる。
プロセッサは、例えばＤＳＰとマイクロ・プロセッサとの組み合わせ、複数のマイクロ・
プロセッサ、ＤＳＰコアと連携する１または複数のマイクロ・プロセッサ、またはその他
任意のこのような構成であるコンピューティング・デバイスの組み合わせとして実現され
うる。
【００７６】
　本明細書の開示に関連して説明された方法またはアルゴリズムのステップは、ハードウ
ェアでダイレクトに、プロセッサによって実行されるソフトウェア・モジュールで、また
はこの２つの組合せで実施することができる。ソフトウェア・モジュールは、ＲＡＭメモ
リ、フラッシュ・メモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジ
スタ、ハード・ディスク、リムーバブル・ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、あるいは当該技術分
野で知られているその他の型式の記憶媒体に存在しうる。典型的な記憶媒体は、プロセッ
サが記憶媒体から情報を読み取り、また記憶媒体に情報を書き込むことができるようにプ
ロセッサに結合される。あるいは、この記憶媒体は、プロセッサに統合されうる。このプ
ロセッサと記憶媒体とは、ＡＳＩＣ内に存在しうる。ＡＳＩＣは、ユーザ端末内に存在し
うる。あるいは、プロセッサおよび記憶媒体は、ユーザ端末内のディスクリートな構成要
素として存在しうる。
【００７７】
　１または複数の典型的な設計では、記載された機能は、ハードウェア、ソフトウェア、
ファームウェア、あるいはそれらの任意の組み合わせによって実現されうる。ソフトウェ
アで実現される場合、これら機能は、コンピュータ読取可能な媒体上に格納されるか、あ
るいは、コンピュータ読取可能な媒体上の１または複数の命令群またはコードとして送信
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されうる。コンピュータ読取可能な媒体は、コンピュータ記憶媒体と通信媒体との両方を
含む。これらは、コンピュータ・プログラムのある場所から別の場所への転送を容易にす
る任意の媒体を含む。記憶媒体は、汎用コンピュータまたは特別目的コンピュータによっ
てアクセスされうる任意の利用可能な媒体でありうる。限定ではなく、一例として、この
ようなコンピュータ読取可能な媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭま
たはその他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置またはその他の磁気記憶装置、
あるいは、命令群またはデータ構造の形式で所望のプログラム・コード手段を伝送または
格納するために使用され、かつ、汎用コンピュータまたは特別目的コンピュータ、あるい
は、汎用プロセッサまたは特別目的プロセッサによってアクセスされうるその他任意の媒
体を備えうる。さらに、いかなる接続も、コンピュータ読取可能な媒体として適切に称さ
れる。同軸ケーブル、光ファイバ・ケーブル、ツイスト・ペア、デジタル加入者線（ＤＳ
Ｌ）、あるいは、例えば赤外線、無線およびマイクロ波のような無線技術を使用して、ウ
ェブサイト、サーバ、あるいはその他の遠隔ソースからソフトウェアが送信される場合、
同軸ケーブル、光ファイバ・ケーブル、ツイスト・ペア、ＤＳＬ、あるいは、例えば赤外
線、無線およびマイクロ波のような無線技術が、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用
されるディスク（ｄｉｓｋおよびｄｉｓｃ）は、コンパクト・ディスク（ｄｉｓｃ）（Ｃ
Ｄ）、レーザ・ディスク（ｄｉｓｃ）、光ディスク（ｄｉｓｃ）、デジタル多用途ディス
ク（ｄｉｓｃ）（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標）ディスク（ｄｉｓｋ）、およびブル
ー・レイ・ディスク（ｄｉｓｃ）を含む。これらｄｉｓｃは、レーザを用いてデータを光
学的に再生する。それに対して、ｄｉｓｋは、通常、データを磁気的に再生する。前述し
た組み合わせもまた、コンピュータ読取可能な媒体の範囲内に含まれるべきである。
【００７８】
　本開示の上記記載は、当業者をして、本開示の製造または利用を可能とするように提供
される。本開示に対するさまざまな変形は、当業者に容易に明らかであって、本明細書で
定義された一般原理は、本開示の精神または範囲から逸脱することなく、他のバリエーシ
ョンに適用されうる。このように、本開示は、本明細書で示された例および設計に限定さ
れることは意図されておらず、本明細書で開示された原理および新規な特徴に一致した最
も広い範囲に相当するとされている。
　以下に、出願当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［Ｃ１］
　無線通信の方法であって、
　サービス提供セルの制御スパン、および、干渉元セルの制御スパンを決定するために、
サブフレームの最初のシンボルを処理することと、
　前記決定されたこれら制御スパンに基づいて干渉を除去することと、を備える方法。
［Ｃ２］
　前記処理することは、前記サービス提供セルの制御スパンが、前記干渉元セルの制御ス
パンよりも大きいことを判定し、
　前記除去することは、前記サービス提供セルの制御領域とオーバラップする前記干渉元
セルのリソース要素グループに対して、データ・チャネル干渉除去を実行することを備え
る、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ３］
　前記処理することは、前記サービス提供セルの制御スパンが、前記干渉元セルの制御ス
パンよりも小さいことを判定し、
　前記除去することは、前記サービス提供セルのデータ領域とオーバラップする前記干渉
元セルのリソース要素グループに対して、制御チャネル干渉除去を実行することを備える
、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ４］
　前記処理することは、前記サービス提供セルの制御スパンが、前記干渉元セルの制御ス
パンと同じサイズであると判定し、
　前記干渉を除去することは、各制御シンボルについて制御チャネルの干渉除去を実行す
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ることを備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ５］
　前記最初の制御シンボルを処理することはさらに、
　前記干渉元セルの物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を
復号することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループのトラフィック対パイロット比
を推定することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループの制御チャネル干渉除去を実行
することと、
　前記サービス提供セルのＰＣＦＩＣＨを復号することとを備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ６］
　基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去することと、
　前記基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去した後、その他のシンボルにお
ける干渉除去を実行することと、をさらに備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ７］
　前記干渉は、データ干渉および／または制御干渉を備える、Ｃ６に記載の方法。
［Ｃ８］
　前記基準信号トーンは、共通基準信号（ＣＲＳ）トーンおよび／またはユーザ機器基準
信号（ＵＥ－ＲＳ）トーンを備える、Ｃ６に記載の方法。
［Ｃ９］
　無線通信のための装置であって、
　メモリと、
　前記メモリに接続された少なくとも１つのプロセッサとを備え、
　前記少なくとも１つのプロセッサは、
　　サービス提供セルの制御スパン、および、干渉元セルの制御スパンを決定するために
、サブフレームの最初のシンボルを処理し、
　　前記決定されたこれら制御スパンに基づいて干渉を除去するように構成された、装置
。
［Ｃ１０］
　前記処理するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御スパンが、前記干渉元セルの制御スパンよりも大きいことを判定し、
　前記除去するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御領域とオーバラップする前記干渉元セルのリソース要素グループに対して、データ
・チャネル干渉除去を実行する、Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１１］
　前記処理するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御スパンが、前記干渉元セルの制御スパンよりも小さいことを判定し、
　前記除去するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
のデータ領域とオーバラップする前記干渉元セルのリソース要素グループに対して、制御
チャネル干渉除去を実行する、Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１２］
　前記処理するように構成された少なくとも１つのプロセッサは、前記サービス提供セル
の制御スパンが、前記干渉元セルの制御スパンと同じサイズであると判定し、
　前記干渉を除去することは、各制御シンボルについて制御チャネルの干渉除去を実行す
ることを備える、Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１３］
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、
　前記干渉元セルの物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を
復号することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループのトラフィック対パイロット比
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を推定することと、
　前記最初の制御シンボルにおけるリソース要素グループの制御チャネル干渉除去を実行
することと、
　前記サービス提供セルのＰＣＦＩＣＨを復号することと、によって処理するように構成
された、Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１４］
　基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去し、
　前記基準信号トーンを含むシンボルにおける干渉を除去した後、その他のシンボルにお
ける干渉除去を実行するように構成された少なくとも１つのプロセッサ、をさらに備える
Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１５］
　前記干渉は、データ干渉および／または制御干渉を備える、Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１６］
　前記基準信号トーンは、共通基準信号（ＣＲＳ）トーンおよび／またはユーザ機器基準
信号（ＵＥ－ＲＳ）トーンを備える、Ｃ９に記載の装置。
［Ｃ１７］
　無線通信のための装置であって、
　サービス提供セルの制御スパン、および、干渉元セルの制御スパンを決定するために、
サブフレームの最初のシンボルを処理する手段と、
　前記決定されたこれら制御スパンに基づいて干渉を除去する手段と、を備える装置。
［Ｃ１８］
　無線ネットワークにおける無線通信のためのコンピュータ・プログラム製品であって、
　記録された非一時的なプログラム・コードを有する非一時的なコンピュータ読取可能な
媒体を備え、前記プログラム・コードは、
　サービス提供セルの制御スパン、および、干渉元セルの制御スパンを決定するために、
サブフレームの最初のシンボルを処理するためのプログラム・コードと、
　前記決定されたこれら制御スパンに基づいて干渉を除去するためのプログラム・コード
とを備える、コンピュータ・プログラム製品。
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